
東日本大震災から約3年が経過し、福島県、郡山市は国内外からの御支援等により復興に向けて前進しています。特に、再

生可能エネルギーの推進を復興計画の柱に掲げ、様々な取り組みを進めています。産総研は、両自治体との連帯のもと、10番

目の研究拠点となる福島再生可能エネルギー研究所を福島県郡山市に2014年 4月にオープンします。この研究所は「世界に

開かれた再生可能エネルギーの研究開発の推進」と「新しい産業の集積を通した復興への貢献」を大きな使命にしています。

福島の復興は日本の産業再創造の一歩であり、福島再生可能エネルギー研究所がそのシンボルとなる事が期待されます。

本シンポジウムでは、福島県、郡山市、産総研が主催となり、本研究所をハブとして「福島から世界へ」展開することへの期待と

展望を論議するとともに、福島県、郡山市の復興に向けた取り組みを紹介します。

1305～ 1335 記 念 諾 演  DRDan EttArvizu l米 目目師飼拉糾ギー研究所佃阻lttD

13:35～ 1405 記 念 譜 演  DRJim Smitham l「 州部 鵬 冊 細 醐テーマリ半 )

14:05～ 14:35 特別諾演   久 間 和 生 氏 (総合科学技術会議常勤議員)

久間 和生氏   佐藤 雄平

14:35～ 14:50 体轍

14:50～ 15:10 詩演      佐 藤 測:平 (福島県知事)

15:10～ 15:30 講演     品

'II萬

里 (部山市長)

15:30～ laOo詩 潰    大 和 田 野 芳 郎 l福島再生可能工剰レギー研究所所司

晶川 再里 大和田野 芳郎

16:00～ 17:20 ′`ネルデイスカッション

上 野 保 氏 (東成エレクトロビーム会長)   服 部 靖 弘 氏 縮島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会会長、北芝電機相談役)

長 我 部 信 行 氏 (日立製作所中央研究所所長)近 藤 道 雄 l産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所所長代理)

坂 部 宏 氏 (ク レハ執行役員・研究開発本部長)                               ※五十音順

0シンポジウム

13:00～ 13:05 開壬章1刻藤 中 鉢 良 治  (産業技術総合研究所理事長)

畠 夙

2014年 4月 18日 (金)

13:00開演

17:20終了

日経ホール
httpsi//www2,entrガ orm ip/fukushima― sympo/

〒100‐8066東京都千代田区大手町1‐ 3‐7日経ビル
右記QRコ ードより
ご覧ください >>レ

西惹羽日1600名 ※定員になり次第、終了 無料

(独)産業技術総合研究所、福島県、郡山市 日本経済新聞社
●企業懇談会
17:30～ 19:00四

【日本を元気にする産業技術会議事務局〕
〒10■0047東京都千代田区内神田■6‐ 1 0 TELi03‐6812‐8673(平日9:30～ 17:30)E‐ MAIL:genk卜 sympo― mi◎aist go,p

シンポジウム終了後に、福島県。郡山市での産学官連携や事業展開に興
味がある企業の曽様を対象とした懇談会を開催致します。シンポジウムと
併せてお申し込み下さい。

プログラム
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2013年 12月 に「和食」がユネ

スコの無形文化遺産に登録され

る中、アジア新興国で日本の農

水産物や食に対する関心が高ま
っています。近年増えているの

が、日本の農業法人が中国に進

出し、日本の技術を生かした農

産物を現地生産・ 販売する「 日

本式農業モデル」の展開です。

アジア地域の 日本食 レス トランは

10年の 1万店か ら13年には 2万7000

店と 3倍近 くに急増。 日系のスーパ

ーやコンビニエンスス トアがアジア

各国に展開しています。しかし、最

大の市場規模を誇る中国は検疫など

の理由で日本産品の輸入を厳しく制

限。現地の小売店や日本食レス トラ

ンの需要に応えきれていません。

最近の中国では自国産の農産物や

食品を巡る事件 。事故が多発。消費

者の安心 。安全意識が高まり、化学

肥料や農薬の使用を抑えた農産物が

人気です。そうした農産物の栽培に

は高度なノウハウが不可欠ですが、

中国企業単独で行 うのは困難です。

そのため栽培技術や管理手法に優

れる日本農業の技術を活用 し、食味

と安全性を両立 した日本式農産物の

現地生産が活発化。既に北京や上海

など大都市周辺では日本の農業法人
の生産指導で、のれん分けされた農

場が消費者から高い評価を得ていま

す。農業法人や農業関連企業の商機

は大きく広がっています。

農地所有が難しく、行政手続きも

煩雑な中国への進出は地元企業との

合弁や業務提携などが一般的です。

ただ、のれん分けビジネスには技術

流出や種子の違法な持ち出しなどの

リスクがあり、実害も出ています。

知的財産の扱いなどを契約書に明記

するとともに技術のブラックボック

ス化といった事前対策が重要です。

農業法人、安全性のれん分け
El】=腫 葺 望初‐

日本総合研究所創発戦略センタースペシャリス ト 三 輪 泰 史 氏
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るアフ
°
り (応用 ソフ ト)を j是供 (WWW,dll

nk.com)

▼ IT(情 報技術)コ ンサルタン トの米サピ

エン トと米大 リーグの レッ ドソックス、フ

ァンとの交流システム開発で提携 (WWW.S
apient.com)

▼医療関連事務受託の米 ミラメッ ド・ グロー

バル・ サービシズ、英国に事務所を構え、

欧州に進出 (WWW.miramedgs.com)
▼医薬品開発業務受託機関 (CRO)の 米ア

イコン、同業他社の米アプティブ 。ソリュ

ーシ ョンズを 1億4350万 円レで買収 (WWW.1
conplc,com)

▼米電力会社 NRGエ ナジー、米国で操業す

る太陽光発電の規模が出カベースで 120万

キロワット超に (WWW.nrgenergy,com)

▼調査会社 リサーチ 。アン ド・ マーケッツ、

英国の廃棄物管理市場が2013年 に前年比 5

%拡大 したと分析 (WWW.researchandmar
kets.com)

▼ガラス大手の米セージ・ エ レク トロクロミ

ックス、同社製品を米 ミネソタ州立大が校

内の室内通路のガラスに採用 (WWW.Sageg
lass,com)
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